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 ７月 19 日，東京地裁で国歌斉唱不起立事件に関

する判決が言い渡された。当局側の全面勝訴であっ
たためか，マスメディアの扱いは小さかった。 

 

 国歌をめぐる裁判には，いろいろなバリエーショ
ンがあるが，今回の判決の争点は，ちょっと変わっ
ている。というのは，国歌斉唱時の起立命令の是非

が直接の争点ではなく，命令に反して起立しなかっ
た教員（137 人）に対して，都教委の命じた服務事
故再発防止研修が思想・良心の自由の侵害になるか

否かを争うものだったからである。 
 ここで判決の詳細を述べる余裕はないが，結論だ
けいえば，東京地裁は，「再発防止研修を違法と判

断する余地はない」と述べ，「実際の研修も思想・
良心を侵害したとはいえない」と判示し，原告側の
請求を棄却した。今回の判決は，「君が代」伴奏拒

否訴訟の最高裁判決（本年２月 27 日）が出て以来，
３つ目の判決となる。 
 周知のように，最高裁判決は，卒業式等における

国歌斉唱時のピアノ伴奏命令を拒否し，戒告処分を
受けた音楽科教諭が，思想・良心の自由の侵害を理
由に処分の取消を求めた訴訟についての判決である。

最高裁判決は，概略，次のように判示して，音楽科
教諭の訴えを退けた。 
（1） 入学式で「君が代」のピアノ伴奏をする行

為は，音楽専科の教諭にとって通常想定される
もので，特定の思想を有することを外部に表明
する行為と評価することは困難である。 

（2） 国歌斉唱のピアノ伴奏を命ずることは，特
定の思想をもつことを強制したり，禁止したり
するものでなく，特定の思想の有無について告

白することを強要するものでもない。 
（3） 入学式にピアノ伴奏で国歌斉唱を行うこと
は，指導要領の趣旨にかなうもので，校長の職

務命令は，不合理でなく，憲法 19 条（思想・

良心の自由）を侵すものとはいえない。 
 

 最高裁判決の後，国歌斉唱をめぐる訴訟について

最初に判決言渡しがあったのは，大阪地裁（本年４
月 26日判決）である。 
 大阪地裁判決は，枚方市教委の行った不起立理由

聴取に個人情報保護条例違反があったと認定し，原
告の主張の一部を容認したが，メインの争点である
国歌斉唱時の起立命令の是非については，「国歌斉

唱時に起立する行為は，教員にとって通常想定され
るものであって，特定の思想や信仰を有することを
外部に表明する行為であると評価することはできず，

内心の精神的活動を否定したり，思想・信仰に反す
る特定の精神的活動を強制するものではない」とし
て，教育委員会側の主張を全面的に認めた。 

 大阪地裁判決に続いて，６月 20 日に東京地裁で
国歌斉唱をめぐる訴訟に対する判決言渡しがあった。
それは，都立高校の卒業式で国歌斉唱時に起立する

よう命令を受けたにもかかわらず，命令に従わなか
った教員らの定年後の再雇用合格を取り消したこと
の適否をめぐる訴訟である。 

 東京地裁は，「国歌斉唱の際，起立することは儀
式における儀礼的行為であり，職務命令どおりにす
ることが，特定の思想などの表明となるものではな

い」「本件職務命令は公務員の職務の公共性に由来
する必要かつ合理的な制約として許容されるものと
解され，憲法 19 条に違反するものとはいえず，都

教委の再雇用合格の取消に違法はない」として，原
告の訴えを棄却した。 
 このように，最高裁判決後に出された判決はいず

れも最高裁判決を踏襲した内容となっている。どう
やら，やっと「君が代」裁判に決着がついたようだ。 

（ひしむら・ゆきひこ＝(財)学習ｿﾌﾄｳｴｱ情報研究ｾﾝﾀｰ理事長） 
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